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訪問介護における生活援助等の考え方について(通知)
標記の件について，福岡市では従前より，同居家族等がいる場合には，利用者の個々の事情に応じた適切なケアプランに基づき算定も可能であるとしているところですが，アセスメントにおいて同居家族等がいることのみをもって，サービスの提供ができないと判断されている事例が見受けられました。

　平成20年７月22日付で「同居家族等がいる場合の生活援助中心型の算定について」(保監第364号)を通知しておりましたが，今回，新たに「訪問介護における生活援助等の考え方について」として整理しましたので通知します。

　今後とも，法令等に基づき適切な取扱いに努めてください。
(別紙)
平成20年12月１日福岡市保健福祉局介護保険課長・監査指導課長通知
訪問介護における生活援助等の考え方について
１　主旨
訪問介護サービスの「生活援助」については，省令等により「単身の世帯に属する利用者又は家族若しくは親族と同居している利用者であって，当該家族等の障がい・疾病等の理由により，当該利用者又は当該家族等が家事を行うことが困難であるもの」に対して行った場合に算定するとされており，さらに，「障がい・疾病等のほか，障がい・疾病がない場合であっても同様のやむを得ない事情により，家事が困難な場合」に行われることとされているため，その考え方について整理するもの。
２　考え方

同居家族等がいる場合の生活援助については，同居家族等の有無のみを判断基準として，一律に介護給付の支給の可否を機械的に判断することは妥当ではなく，利用者の個々の事情に応じ，介護支援専門員のアセスメントによって適切に判断されるものである。

原則は，その同居家族等が対応することが基本であるが，その同居家族等が障がい・疾病などのため，利用者自身や家族等が家事を行うことが困難な場合は，生活援助を算定することができる。
３　ポイント
生活援助は利用者の個々の事情に応じた適切なアセスメントに基づくケアプランにより，同居家族等がいる場合であっても，必要に応じた生活援助の算定は可能ということである。

　利用者の個々の事情とは，利用者やその家族等が，何らかの身体または精神上の障がい若しくは疾病その他の事情等により，家事を行うことが困難な場合を指す。その他の事情とは，例えば利用者の家族等が日中不在であるため，利用者の食事の準備を行えないことや虐待・介護放棄など様々なケースが考えられる。
　アセスメントを行うにあたっては，利用者や家族等ができることとできないことをしっかり把握し，生活全般の解決すべき課題を明らかにする必要がある。また，利用者ができないことを明らかにするだけではなく，ここまでできるようになりたいという利用者の意欲を引き出すプランを作成することも重要である。
　なお，ケアプランを作成するにあたっては，サービス担当者会議等において，日常生活を営むうえで必要な内容・回数・時間になっているのか等を専門的な見地から検討を行い，単に利用者の希望だけを取り入れることで生活の質の低下に繋がっていないか，要介護状態の維持・改善に向け利用者に真に必要なサービスかどうかを確認すること。

　　判断が難しい事例については，保険者等へ相談すること。

４　根拠法令等

(１)　指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成12年２月10日厚生省告示第19号)別表１注３

(２)　指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(訪問通所サービス，居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分)及び指定居宅介護支援に関する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について(平成12年３月１日老企第36号)第２の２(１)，(５)

(３)　訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について(平成12年３月17日老計第10号)(別表)２

　(４)　指定介護予防サービス等の事業の人員，設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成18年３月14日厚生労働省令第35号)第２章第38条，第39条及び第40条

　(５)　「同居家族等がいる場合における訪問介護サービス及び介護予防訪問介護サービスの生活援助等の取扱いについて」(平成19年12月20日厚生労働省老健局振興課事務連絡)
　(６)　「同居家族等がいる場合における訪問介護サービス等の生活援助等の取扱いについて」(平成20年８月25日厚生労働省老健局振興課事務連絡) 
